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▶各分野の専門家、学校現場の指導的立場にある関係者による
　学校教育法逐条解説書。

▶学校教育法全条の法令解説と実務対応型のQ&Aによる内容構成。

▶第一部は、学校教育法各条の法令解説と学校経営上重要な箇所を
　ポイント解説。

▶第二部は、学校現場に起こっている様々な問題を事例ごとに
　対応策を明示。

本書の特長：

教育関係者必携の
　　実務対応型解説書！
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